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大強度陽子加速器計画中間評価報告書（概要）

（中間評価報告書のポイント）

本評価は、平成２０年度後半からの のビーム供用開始を控え、運用・利用J-PARC
体制を中心に検討を行ったもの。

○ 、 の両機関が、 の一体的な運営のため「 センター」をJAEA KEK J-PARC J-PARC
、 「 」 、設置するとともに 重要事項の意志決定を行うため 運営会議 を設置したこと

○成果公開課題の利用について原則無償とし、かつ、公募受付から、審査結果通知

まで一元的に行うワンストップ窓口体制を整備すること、

については、適切であると評価する一方で、

、 、 、○中性子の産業利用については 当面は 基礎的な分野で成果を創出するとともに

トライアルユース制度などを最大限活用することにより、ユーザー層を広げてい

くことが重要であり、今後とも取組を進めていくことが必要と判断した。

また、

○ へのリニアック性能回復は、測定時間の短縮や実験精度の向上など、効400MeV
果は大きく、最優先課題として取り組むべきであり、平成２０年度からの着手は

適切であると判断するとともに、

○国際公共財として認知されるためには、研究環境・生活環境の整備が必要である

と同時に、 の目標・理念等を深めるため、国際的な広報活動の強化が必要J-PARC
と考える。

１．はじめに

本計画は、平成２０年度のビーム供用開始を控え、適切な運用・利用体制等の構築が

必要な極めて重要な時期を迎えているとともに、平成１５年の中間評価実施後３年が経

過し、諸情勢の変化もみられる。このため、本部会では、施設の運用体制や利用体制を

中心に以下の事項について評価を行い、結果を取りまとめた。

２．計画の意義及び進捗状況について

、 、科学技術・学術的意義等の極めて高い計画であり 国際公共財としての規模の大きさ

対象とする研究分野の多様性、関連する研究者層の広がり、見込まれる成果の重要性な



- 2 -

どに鑑みれば、国として、本計画を着実に進めることが必要。なお、現在約７割強の施

設が完成し、リニアックについては、所期のエネルギーまでのビーム加速に成功するな

ど、計画は順調に進捗していると評価できる。

３．中間評価（ ）における指摘事項への対応についてH15.12
（１）リニアック性能回復について

中性子の強度が増加し測定時間の短縮や実験精度の向上が実現できるとともに、ニュ

ートリノやハドロン実験においても、ますます活発に国際共同研究が展開されることが

期待される。このため、最優先課題として取り組むべきであり、平成 年度からの着手20
は適切。

（２）第Ⅱ期計画について

原子核・素粒子実験施設等の充実については、関連する研究者コミュニティで、当該

分野における優先順位付けを行い、その時点での財政状況等を踏まえつつ、判断してい

くことが必要。また、核変換技術については、重要な基盤技術として引き続き研究開発

を進める必要があるが、核変換実験施設の整備については、原子力政策全体の中で検討

していく必要があり、今後、原子力委員会等の評価を踏まえて進めていくことが適当。

４．多目的研究施設としての運用体制の構築について

の一体的かつ効率的・効果的な運営を行うために「 センター」を設置J-PARC J-PARC
したことは適切である。また、運営会議を設置し、重要事項についての意志決定メカニ

ズムを構築したことや、予算の執行や施設の運転・維持管理等について、センターにお

ける柔軟な運営を可能とすることは評価。なお、本計画は両機関の技術・ノウハウをも

って進めていくことが不可欠であり、当面は、両機関の協力の下、一体となってセンタ

ーを運営していくことが必要。

５．円滑な施設利用体制の構築について

（１）利用ポリシー・課題選定等について

成果公開課題の利用については原則無償とすることは適切である。なお、物質・生命

180科学実験施設において 成果非公開の場合は １ビームライン当たりの利用料金 約、 、 （

～ 万円／日）については、他の同様な大型施設の利用料金と比較しても妥当。210
各実験施設とも課題公募は、受付から、審査結果通知まで一元的に行うワンストップ

窓口の体制が整備されることは適切。

（２）先端研究施設としての幅広い利用への対応について

中性子の産業利用は、放射光と比べ産業界に根付いている状況にはなく、当面は、基

礎的な分野で最先端の成果を創出するとともに、トライアルユースと施設共用制度など

を最大限活用し、ユーザー層を広げていくことが重要。

今後、両機関のミッションを超えるような分野で利用されるビームラインの設置が必

要になった場合や、より多くのユーザーが利用を希望するようになり、かつ既存の制度

で対応が困難になる蓋然性が生じた場合には、共用促進法の適用など国が必要な対応を

していくことも求められる。
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今後のビームラインの整備に当たっては、利用ニーズの把握やこれを踏まえた研究分

野間、学術研究と産業利用のバランスを考慮することが必要。

（３）物質・生命科学実験施設の産業利用の促進について

産業界との共同研究の推進、コーディネータや技術支援者の育成など、産学官一体と

なった取組みも産業利用の幅を広げていく上でも重要。また、知的財産権の保護や機密

保持の徹底など産業界に使いやすい仕組みを早急に整備することが必要。

６．運転経費の考え方について

の機能を最大限発揮させるために、定常的に運転（運転日数約２３０日、利用J-PARC
日数約２００日等）した場合、施設全体の運転経費を約１８７億円と算定した考え方は

妥当。一方、光熱費や装置保守費など、今後のビーム試験や運用の経験を基に、経費削

減に向けての努力を行うことが必要。

７．国際公共財としての取組みについて

（１）国内外に開かれた研究施設としての環境整備について

国内外の研究者が利用可能な国際的に開かれた国際公共財と認知されるためには、研

究環境及び生活環境の整備が必要。特に生活環境に関しては、今後、茨城県や東海村な

ど自治体との連携・協力の下、速やかな対応が必要。

（２）諸外国との連携強化や国際的な広報活動について

中性子分野では世界最大のパルス中性子施設として、先端技術開発の推進においてア

ジア・オセアニア圏における中心的な役割を果たすべき。原子核・素粒子物理分野にお

いても、世界における中心的な役割を担うことを期待。また、将来に向けて のJ-PARC
目標、理念、研究成果の理解を深めていくために、広報担当者を配置し、国際的な広報

活動の強化を図っていくことが必要。

８．今後の課題等について

今後、 センターの位置づけ等については、今後の施設の運用の状況等を踏まえJ-PARC
J-PARCて両機関でそのあるべき姿について検討することが必要であり、これも含めた

の運用・利用体制については、今後の情勢、研究や技術の進展、利用ニーズの動向、運

用開始後における知見や経験等を踏まえ、適切な時期にレビューを行うことが必要。

９．おわりに

本計画は と というミッションや文化が異なる機関が共同で進めている画期JAEA KEK
的なものであり、今後のビッグプロジェクトの進め方の試金石であるといえる。今後の

運用に伴い、両機関がお互いの文化を尊重しつつ融合していく中で、新しい文化や成果

が発信されることを期待する。



大強度陽子加速器計画の概要

3GeVシンクロトロン

核変換実験施設

物質･生命科学
実 験 施 設

ニュートリノ
実 験 施 設

50GeVシンクロトロン

原子核･素粒子
実 験 施 設

建設場所
日本原子力研究開発機構原子力科学研究所内

（茨城県東海村）

※ J-PARC = Japan Proton Accelerator Research Complex

○ 計画の概要

世界最高レベルのビーム強度を
有する複合陽子加速器施設を建
設し、原子核・素粒子物理学、
物質科学、生命科学など広範な
研究分野を対象に、多彩な二次
粒子を用いた新しい研究手段を
提供し、基礎科学と研究開発を
推進する。

○ 事業主体

高エネルギー加速器研究機構（KEK）
日本原子力研究開発機構（JAEA）

○ J-PARCの施設構成

ニュートリノ実験施設

リニアック

陽子ビーム
（3GeV/50GeV）

中性子

陽子

中性子

反陽子反陽子

K中間子

ニュートリノ

ミュオン

多様な二次粒子

π中間子

二次粒子生成
用原子核標的

陽子ビーム
（3GeV/50GeV）

中性子

陽子

中性子

反陽子反陽子

K中間子

ニュートリノ

ミュオン

多様な二次粒子

π中間子

二次粒子生成
用原子核標的

高 エ ネ ル ギ ー ま で
加 速 し た 陽 子 を
原 子 核 標 的 に 衝 突
さ せることで多様な
二 次 粒 子 を 生 成

※ 施設建設分担（第Ⅰ期計画）
【KEK】

・50GeVシンクロトロン

・原子核･素粒子実験施設
・ミュオン実験設備

（物質･生命科学実験施設の一部）

・ニュートリノ実験施設
【JAEA】

・リニアック
・3GeVシンクロトロン

・物質･生命科学実験施設
・基幹施設 など



生命科学の進展
→ 新薬の開発 → 難病克服へ

水素に感度の高い中性子の特徴を利用して、
タンパク質の機能解明に必要水素の位置や
周りの水の情報が得られる。
これにより、生命現象の基本となるタンパク質
などの働きを解明

物質・材料科学の進展
→ 機能構造の解明 → 新素材の創成

物質・生命科学研究

中性子を利用することで、X線などでは困難な

軽元素の位置情報が得られる。 この特徴を
利用して、物質構造と機能を解明。

→ 高性能電池材料、水素吸蔵合金 など

電池材料 X線回折 中性子回折

マンガン 酸素 リチウム

タンパク質

DNA

神岡町
（岐阜県）

東海村
（茨城県）

タウニュートリノ ミューニュートリノ

(295km)

J-PARC
大強度陽子加速器

神岡町
（岐阜県）

東海村
（茨城県）

タウニュートリノ ミューニュートリノ

(295km)

J-PARC
大強度陽子加速器

物質世界の基本法則を探求

・ 質量の起源の謎
裸のクォークは軽いが、ハドロンを
形成すると重くなる。なぜ？

・宇宙創生の起源
ビッグバン直後に物質はどのように創られたのか？

・ 素粒子物理学の標準理論の見直しと、より高次の理論への展開

ニュートリノの謎の解明

原子核・素粒子物理学

・ 3世代あるニュートリノの質量と混合
の全貌の解明 など

○ 年次計画と今後の予定

KEK PS 運転
米国SNS施設稼動開始 英国ISIS（第2ステーション）

施設稼動開始

　

リニアック 3GeVシンクロトロンへビーム供給

50GeVシンクロトロン及び

3GeVシンクロトロン ﾋﾞｰﾑ試験 物質・生命実験施設へビーム供給

物質・生命科学実験施設

原子核･素粒子実験施設及び

50GeVシンクロトロン ﾆｭｰﾄﾘﾉ実験施設へビーム供給

ﾋﾞｰﾑ試験

通電試験

ﾋﾞｰﾑ試験

ニュートリノ実験施設
通電試験

２００３年 ２００４年

原子核・素粒子実験施設
（ハドロン実験施設）

２００１年 ２００２年

装　　置　　製　　作　　・　　建　　家　　建　　設

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

供　　用

２００５年 ２００６年 ２００７年

通　電　試　験

通電試験

通電試験

通電試験

装　　置　　製　　作　　・　　建　　家　　建　　設

装　　置　　製　　作　　・　　建　　家　　建　　設

ビーム試験

装　　置　　製　　作　　・　　建　　家　　建　　設

供　　用

ﾋﾞｰﾑ試験

ﾋﾞｰﾑ試験

供　　用

装　　置　　製　　作　　・　　建　　家　　建　　設

装　　置　　製　　作　　・　　建　　家　　建　　設

２００８年 ２００９年
平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

ビーム供用開始

○ J-PARCの利用




